
為替週間展望＝ドル円は底堅く、１１０円乗せの可能性も

　　　　　　　　　　［１２月１６日からの１週間の展望］
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　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    12 月 9 日～ 12 月 13 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  108.65   109.63(13)    108.43( 9)    109.58   +1.00

ユーロ・ドル  1.1055   1.1199(13)    1.1051( 9)    1.1170   +0.0110
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国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    24,023.10     +668.70     日本10年債利回り  -0.015   -0.009

ダウ平均株価    28,132.05     +116.99     米10年債利回り     1.892   +0.056

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１６日　英１２月ライトムーブ住宅価格

　　　　中国１１月鉱工業生産指数、中国１１月小売売上高

　　　　米１２月ＮＹ連銀製造業景気指数

　　　　米１０月対米証券投資

１７日　豪中銀（ＲＢＡ）議事要旨

　　　　英１１月雇用統計

　　　　ユーロ圏１０月貿易収支

　　　　カナダ１０月製造業出荷

　　　　米１１月住宅着工・許可件数

　　　　米１１月鉱工業生産・設備稼働率

１８日　ＮＺ第３四半期経常収支

　　　　日本１１月貿易収支

　　　　豪第３四半期住宅価格指数

　　　　独１１月生産者物価指数

　　　　独１２月ｉｆｏ景況感指数

　　　　英１１月消費者物価指数、英１１月生産者物価指数、英１１月小売物価指数

　　　　ユーロ圏１１月消費者物価指数

　　　　米ＭＢＡ住宅ローン申請件数

　　　　カナダ１１月消費者物価指数

１９日　ＮＺ第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）、ＮＺ１１月貿易収支

　　　　豪１１月雇用統計

　　　　日銀金融政策決定会合（１８～１９日）・金融政策発表

　　　　黒田日銀総裁記者会見

　　　　英１１月小売売上高

　　　　英中銀（ＢＯＥ）政策金利

　　　　カナダ１０月卸売売上高

　　　　米１２月フィラデルフィア連銀景況指数

　　　　米新規失業保険申請件数、米第３四半期経常収支

　　　　米１１月中古住宅販売件数、米１１月景気先行指数

２０日　日本１１月消費者物価指数

　　　　ユーロ圏１０月経常収支

　　　　英第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）確報値

　　　　カナダ１０月小売売上高

　　　　米第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）確報値

　　　　米１１月個人所得・支出、米１２月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値
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【前回のレビュー】今回のＦＯＭＣでは政策金利は据え置きの見通しのため、ＦＯＭＣ

メンバーによる景気や政策金利見通しによほどの振れがない限りが極端な動きとはなり

にくく、ドル円は１０８円台前半では底堅いとみられ、引き続き１０８～１０９円台で

の推移が見込まれるとした。

　　　　

【米中貿易協議の合意報道で株高・円売りの動き】

　１２日の米国市場で、「米中貿易協議で第１段階の合意に達したもよう」「米国によ

る１５日の対中関税第４弾の発動は見送り」との報道から米国株が大幅高となった。ド

ル円は１０８円台半ばでのもみ合いから１０９円台半ばまで大きく上昇した。１３日に

は日経平均が５００円超の急騰となり２万４０００円超まで上昇する展開となった。ド

ル円は１０９円台半ばで底堅い動きとなっている。

　　

　また、英国の総選挙では、出口調査で与党保守党の圧勝と報道されたことから、合意

なき欧州連合（ＥＵ）離脱が回避されるとの見方から、ポンドが急騰した。ポンド円は

１４８円に迫り、ポンドドルは一時１．３５台に乗せた。米国と英国からポジティブな

ニュースが出てきたことで、ドル円やクロス円は大きく上昇している。

　　

【ＦＯＭＣでは政策金利据え置き】

　１０～１１日の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）では大方の予想通り、政策金利は

据え置きとなった。今年はすでに３回の利下げを実施しており、さらに前回のＦＯＭＣ

で目先の利下げは打ち止め感が出ていたことから、据え置きとの見方が広がっていた。

　　

　パウエル議長は記者会見で、現在の金利が適切との見方を示し、当面の金利据え置き

を強調した。一方で利上げについては「著しくて持続性のあるインフレ加速が必要」と

述べ、利上げについてはハードルの高さを強調した。

　　

　ＦＯＭＣメンバーによる政策金利見通し（ドット・プロット）では来年１年間の政策

金利の据え置き見通しが示された。これを受けて、ドル売りの動きに傾き、ドル円は１

０８円台後半から半ばまで下落した。ただ、その水準からドル円は下げ渋りを見せるこ

ととなった。

　　

　ドル円は１０８円台でのもみ合いが続いた後、米中の貿易協議の合意報道や英総選挙

での与党保守党の勝利のニュースなどから、１０９円台を回復して堅調な流れを見せて

いる。ドル円は下げても底堅い流れを続けており、１１０円乗せを試す可能性もありそ

うだ。ドル円の目先の予想レンジは、１０８．５０～１１０．２５円。

　なお、１８～１９日に日銀金融政策決定会合が開催される。今回も金融政策に変更は

ないとみられる。日銀は打ち出せる手段が限られている上、円高や株安が進行している

ような場面でもなく、新たな手段を打ち出してくる可能性は低いとみられる。また、最

近の黒田総裁の記者会見は新鮮味に乏しく、市場への影響は限定的となりそうだ。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、１６日に米１２月ＮＹ連銀製造業景気指

数、米１０月対米証券投資、１７日に米１１月住宅着工・許可件数、米１１月鉱工業生

産・設備稼働率、１８日に日本１１月貿易収支、米ＭＢＡ住宅ローン申請件数、１９日

に日銀金融政策決定会合（１８～１９日）・金融政策発表、黒田日銀総裁記者会見、米

１２月フィラデルフィア連銀景況指数、米新規失業保険申請件数、米第３四半期経常収

支、米１１月中古住宅販売件数、米１１月景気先行指数、２０日に日本１１月消費者物

価指数、米第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）確報値、米１１月個人所得・支出、米１２

月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値などがある。

　　

【ＥＣＢ理事会では金融政策は据え置き】

　１２日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、金融政策は据え置きとなった。ラガル

ド新総裁の記者会見では、ユーロ圏の景気について底打ちの兆しがあるなどと述べたこ

とからユーロ買いにつながる場面もみられた。ユーロドルはポンドドルにつれ高した面

もあり、１．１２００ドル超では伸び悩みを見せるとみられる。ユーロドルの目先の予

想レンジは、１．１１００～１．１２５０ドル。



　　

　ポンドドルやポンド円は英総選挙の出口調査で与党保守党が圧勝する見通しと報じら

れたことで、１３日の朝方から急騰した。ポンドドルは１．３１台後半から１．３５０

０ドル近辺まで上昇、ポンド円も１４３円台半ばから１４８円近辺まで大きく上値を伸

ばした。いずれも急騰の反動安が警戒されるが、堅調な推移となりそうだ。目先の予想

レンジはポンドドルが１．３１００～１．３６００ドル、ポンド円は１４５．００～１

４９．００円。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１６日に英１２月ライトムーブ住宅価格、

中国１１月鉱工業生産指数、中国１１月小売売上高、１７日に豪中銀（ＲＢＡ）議事要

旨、英１１月雇用統計、ユーロ圏１０月貿易収支、カナダ１０月製造業出荷、１８日に

ＮＺ第３四半期経常収支、豪第３四半期住宅価格指数、独１１月生産者物価指数、独１

２月ＩＦＯ景況感指数、英１１月消費者物価指数、英１１月生産者物価指数、英１１月

小売物価指数、ユーロ圏１１月消費者物価指数、カナダ１１月消費者物価指数、１９日

にＮＺ第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）、ＮＺ１１月貿易収支、豪１１月雇用統計、英

１１月小売売上高、英中銀（ＢＯＥ）政策金利、カナダ１０月卸売売上高、２０日に

ユーロ圏１０月経常収支、英第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）確報値、カナダ１０月小

売売上高などがある。
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